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検査の背景及び実施状況 

１ 参議院からの検査要請の内容 

（1）検査の対象 

年金積立金管理運用独立行政法人等 

（2）検査の内容 

年金積立金（厚生年金及び国民年金）の管理運用に係る契約の状況等に関する次 

の各事項 

① 年金積立金の管理運用に係る業務の状況 

② 契約方式等の状況 

③ 委託先機関における運用実績の状況 

 

－中略－ 

 

 

検査の結果に対する所見 

公的年金制度は、国民全体の連帯による世代間扶養の仕組みによって終身にわたる確

実な所得保障を行い、国民の老後等の生活設計の柱としての役割を果たすものである。

そして、具体的には、高齢者に対する年金の支給に要する費用をそのときの現役世代の

負担によって賄うという賦課方式を基本としつつ、一定の積立金を保有しそれを運用す

ることにより将来の受給世代について一定水準の年金額を確保するという財政方式の

下で運営されている。 

しかし、我が国は、近年、少子高齢化が急速に進行しており、本格的な人口減少社会

を迎えようとしている。そして、今後とも増加することが見込まれる年金給付の財源に

ついては、その確保に向けて様々な議論が行われているところである。 

したがって、年金積立金の管理運用については、年金積立金が国民から徴収された保

険料の一部であり、かつ、将来の年金給付の貴重な財源となるものであることに特に留

意し、専ら被保険者である国民の利益のために、長期的な観点から、安全かつ効率的に

行うことにより、将来にわたって、公的年金制度の運営の安定に資することが、従来に

も増して強く求められている。また、ＧＰＩＦは、業務運営の財源に年金積立金の運用

益等を充てていることから、その業務運営について規律の確保と透明性の向上がより強

く求められるものとなっている。 

ついては、厚生労働省においては、次の各点に留意することとし、また、ＧＰＩＦに

おいては、1の(1)、(2)及び(4)を除く各点にそれぞれ留意することとし、もって年金積

立金の適切な管理運用に努める必要があると認められる。 
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1 年金積立金の管理運用に係る業務の状況 

(1) 年金特別会計の基礎年金勘定の積立金等については、長期間にわたって、それ 

らの具体的な取扱いについて結論が出されていないことなどから、被用者年金一 

元化法の成立を契機に、速やかに今後の具体的な取扱いを検討し結論を出すなど 

して、年金給付に充てるなどの活用を図ること 

(2) 年金特別会計の国民年金勘定及び厚生年金勘定の積立金の取崩しに当たっては、 

  多額の余裕金を保有し、長期資金として運用する機会を失うこととならないよう、 

年金収支の見通しを的確に把握して、積立金の取崩しを必要最小限の額にとどめ多 

額の余裕金を保有することのないように努めること 

(3) 資金運用事業等の損失については、その負債を年金積立金で処理することとなっ 

  たこと及びこのような事態となった理由について、被保険者等に対して平易かつ明 

確に説明を行うことについて検討するとともに、資金運用事業の実施に当たり損失 

の増大を抑制するための仕組みが作られていなかったことなどを重く受け止め、今 

後同様な事態が発生することのないように努めること 

(4) 機構の承継債権の財源は被保険者等からの保険料等であり、かつ、納付金として 

回収された元本等は将来の年金給付の財源となるものであることから、今後とも機 

構が行う承継債権の回収状況等について適切に把握し管理すること 

(5) 暫定ポートフォリオが安全、効率的かつ確実かなどについて、中期目標期間中に 

定期的に検証することを検討するとともに、暫定の期間が既に2年以上に及んでい 

ることから、暫定ポートフォリオのリターンとリスク等がどのような状況になるま 

でこれを利用するのかについて検討すること 

(6) 理事長、理事及び運用委員会の委員の任命に当たっては、被保険者等が理事長等 

の適性を十分確認できるよう、任命後において必要な経歴等を積極的に公表するな 

どしてより一層の透明性を確保するための取組を検討すること 

(7) ＧＰＩＦの役員が契約相手先である団体の役員を兼職することは、被保険者等か 

ら、当該役員の職務の公正かつ中立な執行及び職務の信用の確保について疑念を抱 

かれるおそれがあることから、営利を目的としない団体であっても、ＧＰＩＦの役 

員が利害関係のある団体の役員を兼職することを制限する内部規程を定めること 

について検討すること 

 

2 契約方式等の状況 

(1) 22年度以降に行っている評価事項ごとの評価点及び評価の理由を記載した審査 

結果書を作成して運用委員会に提出する取組を今後とも徹底して、運用受託機関の 

選定の過程の妥当性を事後的に容易に検証できるようにすること 

(2) 運用受託機関に対して、資産管理機関から提供される情報を十分に活用すること 
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及びシェア・ブロッキング制度が廃止された際には速やかに株主議決権を行使する 

よう努めることについて指導管理を徹底すること 

(3) 企画競争に係る予定価格の算定において参考見積りを徴取する場合は、当該見積 

りが市場の価格等を反映した妥当なものであるのかを十分に検証することにより、 

算定の合理性の一層の向上を図ること。また、予定価格を算定する際に用いた根拠 

資料を保存して、予定価格が適切に算定されていたのか事後的に検証できるように 

すること 

 

3 委託先機関における運用実績の状況 

(1) アクティブ運用については、市場を上回る運用実績を目指す手法であることから、 

直近3期全てにおいて超過収益率を確保していないファンド及び3期以上の平均に 

おいて超過収益率（平均年率）を確保していないファンドについては、超過収益率 

が低迷していることについて、引き続き原因の分析に努めるとともに、総合評価を 

適切に行うことにより、継続の是非等について検討すること 

(2) 国内債券のパッシブ運用については、自家運用の割合を高めて経済的な運用を行 

うことについて、運用資産残高、自家運用に要する費用、運用受託機関に支払う手 

数料率の水準等を総合的に勘案して検討すること。また、その際に、運用受託機関 

に委託したり自家運用を行ったりする運用資産の規模が適切なものとなっている 

のかについて、1ファンド当たりの資産規模を大きくした場合の運用委託手数料の 

低減の可能性や運用資産の規模を大きくする際の懸念事項を考慮した上で、適時に 

検討すること 

 

会計検査院としては、今後とも、年金積立金の管理運用が適切に実施されているかな

どについて、多角的な観点から引き続き検査していくこととする。 
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